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図-1 本震発生後の経過時間と発生した余震規模（本震との

マグニチュード差）の関係 
（2000年鳥取県西部地震と2004年新潟県中越地震） 
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大規模地震発生後には比較的規模の大きな余震が発生するが，これを直接設計で考慮するという取り組

みはこれまでほとんど実施されていない．本検討では過去に発生した大規模地震とそれに伴う余震のデー

タを整理し，統計処理することにより，構造物の性能照査時に考慮すべき余震の発生モデルを提案した．

これにより本震発生後，ある日数以内に想定される余震の規模と回数などを予測することが可能となる．

提案した余震発生モデルに基づき本震・余震の地震動群のシミュレーション，構造物への影響評価の試算

を実施した．その結果，余震の発生位置によっては構造物の損傷が進行する可能性があるものの，その影

響は限定的であることを確認した． 
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1. はじめに 

 

2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震は，

マグニチュード9.0という我が国史上最大規模の地震で

あった．この地震ではこれまで別個に評価されていた

3~4個の震源域が連動したと言われているが，このよう

な巨大地震に対する被害想定，構造物の設計はこれまで

実施されていなかった．この地震を受け，南海トラフの

巨大地震である東海・東南海・南海地震についても震源

エリアが見直され，マグニチュード9.0程度の地震発生

の可能性が指摘される1)など，今後も東北地方太平洋沖

地震と同規模の地震発生の可能性が考えられる．このよ

うな大規模地震に対する鉄道構造物の地震安全性を評価

する場合には，まずその地域で想定される本震の地震動

を高精度に評価する必要がある． 

また本震発生後には，それよりも小さいか同程度の余

震が発生する．そのため大規模地震が発生した場合には，

余震における地震動も鉄道構造物にとって無視できない

大きさとなることが予想される．東北地方太平洋沖地震

では，本震発生から20日以上が経過した4月7日にM7.1の

余震が発生し，復旧作業中の各種施設に被害が発生する

など，施設の機能回復の妨げになった2)．今後は構造物

の性能評価の際に余震までを含んだ検討を行うことも要

求される可能性が考えられる． 

余震の評価手法構築の試みとしては，Gutenberg-Richter

の式3)と改良大森公式4)を組み合わせる手法やその他各種

の手法例えば5)とこれらを考慮した構造物への影響評価例えば

6),7)が提案されている．しかしながら，実際の設計を念頭

においた構造物への余震を含んだ入力地震動の設定手法

とこれを考慮した場合の構造物への影響評価等の検討は

これまでほとんど実施された例がない．これは余震発生

が地震毎に大きくばらついており，確定値を用いた事前

の予測が難しいことも一つの理由として考えられる．図

-1には近年発生した比較的規模の大きな鳥取県西部地震

と新潟県中越地震の本震経過後の余震発生状況を示して
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いるが，2つの本震の規模は概ね同程度であるにもかか

わらず，余震の発生状況が大きく異なっていることが確

認できる．ただし，構造物の耐震設計を念頭においた場

合には，詳細な余震発生モデルが必要なのではなく，あ

る期間内に平均的に（もしくは安全側に配慮する場合は

最大で）どの程度の規模の余震が何回発生するか，とい

う大局的な値が必要となる． 

そこで本研究では，過去に発生した大規模地震とそれ

に伴う余震のデータを整理し，統計処理することにより，

構造物の性能照査時に考慮すべき余震の発生モデルを構

築する．さらに得られた結果を用いて本震，余震の時刻

歴波形評価の試算を行うとともに，余震が構造物の損傷

に与える影響について基礎的な検討を行う． 

本検討による本震・余震モデルは，既往の研究4),5)で実

施されているような確率を含んだものではなく，過去の

地震を踏まえて，本震発生後の経過時間と余震の平均的

な発生回数を決定論的に評価することとする．こうする

ことで，従来の道路構造物や鉄道構造物の安全性照査を

行う場合の設計地震動として，本震・余震群を考慮する

のみで対応可能であり，従来の設計手順8),9)の中に容易に

導入することができる． 

 

 

2. 本震・余震群の評価手法 

 

(1) 本震・余震データの抽出 

過去に発生した多数の地震の中から本震・余震群のデ

ータ抽出を行う．本震・余震の関連付けは，相互関連度

付き震源リスト10)に基づいて実施した．ただし本検討に

おいて対象とする本震としてはM6.0以上，余震としては

構造物への影響のある範囲を考慮し，本震とのマグニチ

ュードの差が3.0以内のデータを対象とした．さらに地

震調査研究推進本部の地震カテゴリー11)のうち，内陸地

殻内の地震と海域の地震のみを対象とした．これは，道

路構造物，鉄道構造物の耐震設計においては主にこの2

つの地震を対象として地震作用を設定しているためであ

る．本検討では，前者を内陸活断層による地震，後者を

海溝型地震と呼ぶこととする．また，構造物への影響評

価を目的としているので，前震－本震－余震型の地震に

おいては，最初に発生した前震を本震として扱い，この

地震を上回る規模の地震に対しても余震として扱う． 

用いる地震データとしては，1923年～2010年9月まで

に発生した約180万個の記録12)を使用し，最終的に内陸

活断層による地震として50地震，海溝型地震として211

地震を本震として抽出した．抽出した本震データの震央

位置を図-2に示す． 

構造物の性能評価時の余震の表現方法としては，余震

の規模と余震発生のタイミングが重要な情報となる．余

震規模は，想定すべき地震作用の大きさを設定する際に

必要であり，余震発生のタイミングは，地盤－構造物の

本震後の復旧状態との関連を考える際に必要となる．例

えば本震発生直後に大規模余震が発生する場合，地盤の

水圧が消散する以前であれば液状化被害が拡大する恐れ

がある．また，構造物が本震で損傷を受けた場合におい

て，補修前に大きな余震が発生した場合には，地震作用

の繰り返し載荷によって損傷が進行する可能性がある．

そこで本検討では，本震発生後の時間経過に伴う，余震

の規模と発生個数に主眼をおいて整理を行うこととした． 

 

(2) 余震発生のモデル化 

a) 本震の地震規模と最大余震の地震規模の関係 

まず最大余震の地震規模が本震の地震規模に対してど

のような関係となっているかについて整理する．横軸に

本震の地震規模，縦軸に最大余震の本震とのマグニチュ

ードMの差を取り，各地震毎にプロットした結果を図-3

に示す．この図には本震規模，地震区分毎の平均値もプ

ロットしている． 

得られた結果を見ると，各地震毎のバラツキは大きい
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図-2 検討に用いた本震データの震央位置 
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図-3 本震の地震規模と最大余震の地震規模の関係 
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図-4 本震発生後の経過時間と余震発生個数の関係（本震とのM差が3以内の余震を対象） 
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図-5 本震発生後の経過時間と余震の発生総数の関係 
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図-6 本震発生後の経過時間と最大余震規模の関係 

 

ものの，平均的には本震の地震規模によらず概ね一定の

値を示しているように見える．具体的には，海溝型地震

では最大余震は本震よりもM1.0程度小さく，内陸活断層

による地震ではそれと同程度か多少小さな規模となって

いる．これは以前から指摘されている傾向13)と同様であ

る． 

この結果より，余震の規模を本震の規模との差分で表

示，整理することで，本震の規模に依存せず統一的な指

標での議論が可能であると考えられる． 

なお本検討ではデータの中に含んでいない東北地方太

平洋沖地震の最大余震はM7.6（2013年9月現在）であり

本震とのM差は-1.4である．この結果は，図-3における

バラツキの範囲内に十分おさまっていると言える． 

b) 本震発生後の時間経過に伴う余震の発生個数の推移 

本震発生後の時間経過に伴う，余震発生個数の期待値

の推移を図-4に示す．図-4(a)は余震の発生総数であり，

地震毎に余震発生個数の累積値を算定し，これを地震カ

テゴリー別に平均した結果である．図-4(b)は単位時間あ

たりの余震発生個数であり，図-4(a)の結果を時間ごとに

微分したものである．対象とする余震の数は前述したよ

うに本震とのマグニチュードの差が3.0以内の余震に限

っている． 

これらの結果より，当然ではあるが単位時間あたりの

余震発生個数は，時間が経過するに従い減少していくこ

とが分かる．また，最終的な余震発生個数は50個以上と

なっている．地震区分毎の比較を行うと，本震発生後10

時間程度までは内陸活断層による地震の方が余震発生個

数が多くなっているが，それ以降は概ね同程度の発生頻

度となっている． 

図-5は，図-4(a)の結果を本震とのマグニチュードの差

毎に分類した結果を示したものである．この図を見ると，

マグニチュードの大きな余震ほど発生個数が少ないこと

が分かる．また，時間経過に伴い余震発生数が減少する

という全体的な傾向は図-4(a)と変わらないが，海溝型地

震と内陸活断層による地震を比較すると，比較的規模の

小さな余震（M差-1.5以下）は内陸活断層による地震の

方が発生個数が多く，M差-1.4以上の大きな余震では海

溝型地震の方が多くなっていることが確認できる． 

c) 本震発生後の時間経過に伴う最大余震規模の推移 

本震発生後の時間経過に伴う最大余震規模の推移を図

-6に示す．これは，地震毎に本震発生後のある経過時間

までに発生した最大余震の規模を整理したものを地震カ

テゴリーごとに平均した結果である． 

まず本震発生後100時間程度以内の比較的短期間にお

いては，内陸活断層の地震の方が大きな余震発生の可能

性が高い．一方で，本震発生後100時間以降を考えると，
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図-7 構築した余震発生モデル（海溝型地震） 
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図-8 構築した余震発生モデル（内陸活断層による地震） 

 

海溝型地震の方が大規模余震の発生確率が高くなってい

る．また最終的な最大余震としては，両地震ともに本震

とマグニチュード差1.0程度となっている．さらに勾配

に着目すると，本震発生後100時間（約4日）以降では勾

配が緩やかになっていることから，本震発生後4日程度

までに最大余震が発生する可能性が高いことを示唆して

いる．また，その勾配が緩やかになる傾向は内陸活断層

による地震の方が顕著である． 

d) 本震発生後の余震発生のモデル化 

これまでの検討に基づき，本震発生後の時間経過に伴

って発生する余震のタイミングとその規模についてモデ

ル化を行う．モデル化の方法としては，図-5から各時間

ごと，各規模ごとに，地震発生個数の期待値を算定する．

この期待値を離散化することによって，余震発生のタイ

ミングを評価する．ここで，図-5の整理ではある幅を持

った形で余震規模の整理を行っていたが，最終的な地震

動評価時の簡便性に配慮し，各区分内の代表的な規模の

余震が発生するとしてモデル化を行った（例えばM差-

2.4～-1.5の余震は，モデル化時にM差-2.0の余震として定

義する）．最終的に得られた本震後の経過時間－余震規

模の関係を図-7（海溝型地震），図-8（内陸活断層によ

る地震）に示す． 

この結果は，内陸活断層による地震では規模の小さな

余震の発生数が多く，逆に海溝型地震では規模の大きな

余震発生数が多くなっていることなどを適切に表現でき

ている．また，例えば本震とのマグニチュード差が-1程

度の余震は，本震発生後数時間（10時間以内）で1回程

度発生し，その後100時間程度までの間に内陸活断層に

よる地震ではもう1回，海溝型地震では2回程度の発生が

想定される． 

このように本モデルで本震後の余震発生のタイミング

と規模を大まかに評価することが可能となる．また，今

回の結果は本震発生後の経過時間としてある値を設定し

た場合に，各余震の規模とそれぞれの発生回数を図中か

ら数えるだけで明快に把握することができるため，構造

物の耐震設計を行う際に，設計技術者に従来以上の特別

な知識，能力を必要としない利点を有している． 

 

 

3. 余震を含んだ地震動波形群の試算と構造物へ

の影響評価 

 

前章でモデル化した余震の発生モデルを活用すること

で，大規模地震の発生を想定した場合の本震，余震の時

刻歴波形群の評価を行う．さらに，余震を考慮すること

によって，構造物の損傷程度がどの程度変化する可能性

があるのかについて基礎的な試算を実施する． 
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図-9 本震の震源モデル、本震・余震の破壊開始点                         図-10 断層と地震動評価地点の位置関係 

 
(1)  本震・余震地震動波形群の計算条件 

今回対象とする本震は，図-9に示すような長さ36km，

幅24kmの内陸活断層における地震である．地震規模は

M=7.0，傾斜角45度とした．巨視的震源特性および微視

的震源特性については，過去の内陸活断層による地震を

もとに提案されている手法14),15)に基づき設定した．対象

とする余震は，本震とのマグニチュード差が2以内の地

震とする．つまり，今回想定した本震（M=7.0）におい

ては，M=5.0, 6.0の余震に対して波形合成を実施する．

前章では本震とのマグニチュードの差が3までを評価対

象としているが，M=4.0の地震において構造物の損傷が

発生する可能性は非常に小さいことから，このような評

価としている． 

余震の評価を行う期間としては，本震発生から100時

間以内とした．これは本震において比較的大きな損傷を

受けた構造物の補修に要する日数が，概ね3～5日程度16)

であると考えられるので，これを参考に設定した値であ

る．以上の条件と図-8の余震発生モデルから，本震発生

後100時間以内の余震発生数としては，M=6.0の地震が2

回，M=5.0の余震が10回と評価された．そのため，本

震・余震併せて計13個の地震に対してそれぞれ時刻歴波

形を作成する． 

波形合成手法としては，統計的グリーン関数法17)を用

いることとした．ただし，今回は特定のサイトを対象と

した地震動評価ではないため，振幅のサイト増幅特性と

しては，全国の地震観測点において評価された地震増幅

率18)を耐震設計上の基盤面位置に引き戻した結果の平均

的な値19)を用いた．また，要素地震の位相特性としては，

震源・伝播経路・サイト特性を個別にモデル化して評価

した．具体的には，震源特性としては断層の破壊過程に

従ったインパルス列の重ね合わせ20)で表現し，伝播経路

特性としては，既往の観測記録の回帰分析に基づき評価

された値21)を用いる．さらにサイト特性は，伝達関数の

群遅延時間が最小位相推移関数で表現出来ると仮定20)し，

振幅のサイト特性から評価を行った．また，耐震設計上

の基盤面以浅の地盤における地震増幅は無視した． 

なお，余震波形の作成方法もこれと同様の手法で実施

するが，M=5.0の余震については震源の広がりは無視し，

点震源として評価を行うこととした．M=6.0の余震は震

源の広がりは考慮するが，破壊開始は中心から同心円状

に進展するものとし，すべり量も断層内で一様として設

定した．余震の発生位置は，震源断層近傍ですべりの小

さい領域に多く発生するという傾向22)をもとに，図-9に

示す位置に設定した．また，余震の発生順序については

不確定要素が強いため，同図に示す番号に従って発生す

るものと仮定した．後述するように最終的には多数地点

において地震動を評価しているが，代表的な時刻歴波形

の評価地点としては図-10の地点A, Bの2箇所を対象とす

る． 

 

(2) 本震・余震地震動波形群の評価結果 

上記の計算条件に従って，本震の時刻歴波形を算出し

た．得られた結果を図-11に示す．地点A, Bは断層から

の距離は等しいものの，地点Bは震源から破壊が遠ざか

る方向に位置している．そのため，地点Bでは地震動の

継続時間が長く，かつ2つのアスペリティに対応した波

群が明瞭に見られる．一方で地点Aは破壊伝播方向に位

置しているため，アスペリティの影響が同時に到達し，

地震動の継続時間は短い． 

続いて地点Bにおける余震の時刻歴波形評価結果を図-

12に示す．これらの結果から，M=5.0の地震は破壊領域

が小さいために，継続時間は非常に短くなっている．こ

れに対してM6の地震では，多少継続時間が長くなると

ともに，振幅レベルも大きくなっていることが分かる．

また余震③と余震⑪では地震規模が等しいにもかかわら

ず，地震動の大きさは41galと217galとなっており，大き

く異なっている．これは，余震の震源位置を図-9にある

ように本震の震源断層付近でランダムに設定しているた

め，対象地点との距離が余震毎に異なる影響である．そ

のため余震の発生位置を設定する際には，得られる余震

波形の使用目的等に応じて適切に評価する必要がある．

しかしながら，余震⑪は地点Bに位置する構造物にとっ

て，非常に影響の大きな余震であると考えられるが，そ

- 5 -



 

 

0 5 10 15 20 25 30 35 40
-800

0

800
A

cc
(g

a
l)

Time(sec)

max=-668.0(gal)本震(M7.0)

0 5 10 15 20 25 30 35 40
-800

0

800

A
cc

(g
a

l)

Time(sec)

max=-729.4(gal)本震(M7.0)

 
(a) 地点A                                                                                            (b) 地点B 

図-11 本震の時刻歴波形評価結果 
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図-12 余震の地震動評価結果（地点B） 

（本震発生後から100時間以内に発生したM5以上の余震を対象） 

 
の振幅レベルは本震と比較して非常に小さくなっており，

このような場合であっても構造物への影響は限定的であ

ると考えられる．構造物に与える余震の影響については

次節で詳細に検討を行う． 

 

(3) 余震を考慮することによる構造物への影響 

前節で評価した本震・余震地震動群が構造物の損傷に

与える影響について定量的な考察を行う．構造物の損傷

程度は，次式で示されるDI値（Damage Index23)）に基づ

いて評価することとした． 

21

max

DIDI

dE
Q

DI
uyu

+=

+= ∫δ
β

δ
δ

  

(1) 

ここで，δmaxは地震による最大応答変位，δuは終局変位，

Qyは降伏荷重，dEは履歴エネルギーの絶対値の増分，β
は繰り返し載荷が構造物の損傷に与える影響度を表す非

負の定数，である．このDI値は最大変形による損傷を表

す第1項（DI1項）と，繰り返しによる損傷を表す第2項

（DI2項）の和で構造物の損傷を表したものであり，DI

値が1.0になった時を構造物の破壊と定義している．対

象とした構造物の条件は，等価固有周期Teq=0.5秒，降伏

震度Khy=0.3，靱性率µu=(δu/δy)=6とし，式(1)のβ=0.1524)とし

た．ここでδyは構造物の降伏変位である． 

上記の条件に基づいて本震－余震に対する構造物のDI

値を算定した結果を図-13に示す．また，本震のみを考

慮してDI値を評価した場合と，余震も含んだDI値の比較

を表-1に示す．これらの結果を見ると，地点A, Bともに

本震において大きな損傷を受けており，DI1項は本震に

おいて最大値を示している．つまり，余震において最大

変形による損傷は進行していない．一方で繰り返しによ

る損傷を表すDI2項は本震後の余震においても徐々に大

きな値となっている．特に地点Bにおいては直下で発生

した余震⑪においてDI2項が大きく増加しており，結果

的に余震を考慮することでDI値が1.0を上回っている．

さらに表-1より，余震を考慮することによってDI値は，
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(a) 地点A                                                                       (b) 地点B 

図-13 構造物の損傷度評価結果 

表-1 余震を考慮することによるDI値の変化 

(a) 地点A 

 本震のみ 本震+余震 比率 
DI1 0.68 0.68 1.00 
DI2 0.28 0.30 1.06 
DI 0.97 0.99 1.02 

(b) 地点B 

 本震のみ 本震+余震 比率 
DI1 0.55 0.55 1.00 
DI2 0.40 0.47 1.19 
DI 0.95 1.02 1.08 

地点Aでは2%，地点Bでは8%程度大きくなっていること

が分かる． 

続いて，対象とする地点を変化させた場合について，

同様の検討を実施した．その結果，余震を考慮すること

によるDI値の変化（余震を含んだDI値/本震のみのDI

値）を図-14(a)に面的に示す．評価対象地点は図中○印

で示した点である．さらに，構造物の諸元を変化させた

場合の結果を図-14(b)（Khy=0.5, Teq=0.5秒の場合），図-

14(c)（Khy=0.5, Teq=0.7秒の場合）に示す．各図において，

靱性率等のその他条件は，前述した地点A, Bの条件と同

様である．また，地震動評価時の破壊伝播の不均質性に

よる結果のバラツキを低減させるため，地点毎に破壊伝

播速度にゆらぎを与えた10パターンの地震動波形群を算

定し，それぞれに対してDI値の比率を評価した平均値を

表示している． 

これらの結果を見ると，対象とする地点と本震，余震

の位置関係により，余震の影響が大きく変化しているこ

とが分かる．つまり，本震において破壊伝播の影響が少

なく，かつM6の余震が近傍で発生する余震⑪周辺では，

余震を考慮することによるDI値の変化が最も大きくなっ

ている．さらに，断層上面位置付近では，M5，M6の余

震が近傍で発生するために，DIの変化が大きい． 

また，構造物条件の変化がDI値の変化に及ぼす影響を

見ると，降伏震度が低く，かつ周期の短い構造物の方が

余震の影響が大きいことが分かる．これらの条件に当て

はまる構造は，今回想定した本震において比較的大きな

塑性変形を生じやすい．そのため，余震においても地震

動の繰り返しの影響が大きくなり，結果として損傷が進

行したものである．これより，本震において大きな損傷

を受けた構造ほど余震の影響が大きくなるといえる．こ

れを言い換えると，本震において損傷をコントロールす

ることにより，余震による損傷の発生，進行を抑制でき

ることになる． 

また，たとえ本震において大きな損傷が発生した場合

においても，DI値の変化率はせいぜい10%程度と極端に

大きな値とはなっていない．これは，過去の大規模地震

において，余震の発生に伴う大きな被害がそれほど発生

していないことと調和的な結果である． 

 

 

4. まとめ 

 

本検討では，過去の地震データを整理することで，構

造物の性能照査時に考慮すべき余震の発生モデルの構築

を行った．これにより本震発生後，ある日数以内に想定

される余震の規模と回数などを予測することが可能とな

る．さらに提案した余震発生モデルを用いて，M7の地

震を想定した場合の本震・余震の時刻歴波形を作成し，

構造物の損傷に与える影響について検討を行った．その

結果，余震の発生位置によっては構造物の損傷が進行す

る可能性があるものの，今回検討を行った範囲において

はその影響は限定的であることを確認した． 
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図-14 余震を考慮することによるDI値の変化 
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